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富山市の財務書類（令和４年度決算）について 

 

１．はじめに 

本市では、平成１２年度決算から平成１８年度決算までは、国の「地方公共団体の総合的な

財政分析に関する調査研究会」が示した作成要領に基づき、主に決算統計の数値を使って財務

書類を作成してきました。 

しかし、平成１８年６月に成立した｢簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進

に関する法律｣により、地方公共団体の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整

備」が位置付けられました。 

これを受け、「基準モデル」と「総務省改訂モデル」の２つのモデルが提示され、どちらかを

選択して作成することが求められました。本市では、「基準モデル」の方が、資産を時価で評

価するなど、より正確な財務状況を把握できることから、平成１９年度決算からはバランスシ

ートをはじめ、全ての財務書類を「基準モデル」に従い作成してきました。 

こうした中、財務書類の作成方法については、複数の方式が混在しており、地方公共団体間

での比較可能性が確保されていないことなどから、国は平成２７年１月に、固定資産台帳の整

備と複式簿記の導入を前提とした「統一的な基準」による財務書類の整備促進を各地方公共団

体に要請しました。これを受け、本市でも平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づく財

務書類を作成することとしております。  

【３つの財務書類】 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

年度末時点における資産、負債、純資産の残高を示すもの。 

（２）行政コスト計算書及び純資産変動計算書 

当該年度における行政活動に伴うコスト、その財源となる使用料・手数料等

の収入を示すもの及び、当該年度における純資産と、その内部構成の変動を

示すもの。 

（３）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

当該年度における資金の支出と収入を示すもの。 
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２．対象となる会計の範囲、作成基準 

 

公表した３表は、一般会計と地方公営事業会計以外の特別会計からなる「一般会計等ベース」

と、一般会計等と地方公営事業会計をあわせた「全体ベース」、そして、これに本市が関係す

る公益法人等を加えた「連結ベース」の３種類を作成しています。 

 

 

 

作成基準日･･･令和５年３月３１日 

 

・一般会計及び特別会計の出納整理期間（令和５年４月１日から５月３１日まで）の入出金に

ついては、作成基準日までに出入金が終了したものとして処理しています。 

・企業会計及び関係団体の未収・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出納整理期間に取引

があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理しています。 

  

  【連結ベース】   

     

  【全体ベース】   

      

  【一般会計等ベース】  富山地区広域圏事務組合 

   水道事業会計 (株)富山市民プラザ 

  一般会計 工業用水道事業会計 (公財)富山市民文化事業団 

  公債管理特別会計 公共下水道事業会計 富山市土地開発公社 

  母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計  病院事業会計 (社福)富山市社会福祉協議会 

  まちなか診療所事業特別会計  公設地方卸売市場事業特別会計 (社福)富山市社会福祉事業団 

  牛岳温泉健康センター事業特別会計  牛岳温泉スキー場事業特別会計 (公社)富山市シルバー人材センター 

  軌道整備事業特別会計 企業団地造成事業特別会計 (公財)富山市生活環境サービス 

  賃貸住宅・店舗事業特別会計 農業集落排水事業特別会計 (一財)富山勤労総合福祉センター 

   駐車場事業特別会計 (公財)富山市勤労者福祉サービスセンター 

   競輪事業特別会計 (一財)富山市ガラス工芸センター 

   国民健康保険事業特別会計 (一財)岩瀬カナル会館 

   介護保険事業特別会計 富山大手町コンベンション(株) 

   後期高齢者医療事業特別会計 (公財)富山市ファミリーパーク公社 

    (公財)富山市学校給食会 

    (公財)富山市体育協会 

    (一財)富山市大沢野健康文化推進財団 

      (株)八尾サービス 

    (一財)富山市婦中公園緑地管理公社 

    (株)ほそいり 

    大山観光開発(株) 
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３．財務書類の各表について 

 

（１）令和４年度貸借対照表（バランスシート） 

 

（ア）趣旨 

これまでの会計方式は、一会計年度の資金の流れ（フロー）を中心としているため、資

産や負債などのストックに関する情報がわかりにくくなっています。 

このため、民間企業会計の手法を用いたバランスシートを作成することにより､税金の

投入等で整備された資産の状況や､その資産形成の財源である負債、純資産の状況等を把

握することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

　資産の部 　負債の部

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

1．固定資産 561,774 918,271 931,272 １．固定負債 236,854 474,086 476,207

（１）有形固定資産 530,095 872,850 887,005 （１）地方債等 214,236 341,312 342,970

①事業用資産 289,599 309,504 323,328 （２）長期未払金 0 0 1

②インフラ資産 232,089 535,098 535,098 （３）退職手当引当金 20,356 23,901 25,246

③物品 8,407 28,248 28,579 （４）損失補償等引当金 0 0 0

（２）無形固定資産 229 5,983 6,008 （５）その他 2,262 108,873 107,990

（３）投資その他の資産 31,450 39,438 38,259 ２．流動負債 23,941 41,834 48,880

２．流動資産 15,934 35,092 43,539
（１）1年以内償還予定
　　　地方債等

21,345 34,708 40,450

（１）現金預金 5,077 15,141 18,964 （２）未払金 32 3,433 4,418

（２）未収金 614 5,055 5,514 （３）未払費用 0 383 400

（３）短期貸付金 0 0 0 （４）前受金 0 0 99

（４）基金 10,256 13,889 13,931 （５）前受収益 0 0 0

（５）棚卸資産 0 101 4,211 （６）賞与等引当金 1,665 2,308 2,394

（６）その他 0 932 946 （７）預り金 396 447 514

（７）徴収不能引当金 ▲ 13 ▲ 26 ▲ 27 （８）その他 503 555 605

負債合計 260,795 515,920 525,087

　純資産の部

純資産合計 316,913 437,443 449,724

資産合計 577,708 953,363 974,811 負債・純資産合計 577,708 953,363 974,811
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（イ）バランスシートからわかること 

［総額］        （単位：億円）   ［市民１人あたり］  （単位：万円） 

【資 産】 
９，５３４ 

（９，７４８） 

【負 債】 
５，１５９ 

（５，２５１） 

 

【資 産】 
２３４ 

（２３９） 

【負 債】 
１２７ 

（１２９） 

【純資産】 
４，３７４ 

（４，４９７） 

 【純資産】 
１０７ 

（１１０） 

（上段：全体、下段のカッコ内：連結） 

 

※令和５年３月３１日現在の本市の人口 ４０７，５４２人 

 

 

① 資産について 

資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するために

使用されるものです。 

本市の総資産は、一般会計等で５，７７７億円、全体で９，５３４億円、連結で９，７

４８億円となっており、市民１人あたりではそれぞれ、１４２万円、２３４万円、２３９

万円となっています。 

全体の多くを占めているのが固定資産で、内訳は、学校、文化施設などの事業用資産が、

一般会計等で２，８９６億円、全体で３，０９５億円、連結で３，２３３億円です。道路

や橋りょうなどのインフラ資産は、一般会計等で２，３２１億円、全体、連結ともに５，

３５１億円となっています。 

 

② 負債について 

負債は、地方債など将来において支払いの必要があり、将来世代が負担することになる

固定負債と、一年以内のうちに支払期限が到来する地方債等の流動負債に区分されます。 

本市の負債は、一般会計等で２，６０８億円、全体で５，１５９億円、連結で５，２５

１億円となっており、資産全体に占める割合ではそれぞれ、４５．１％、５４．１％、５

３．９％となっており、市民１人あたりではそれぞれ、６４万円、１２７万円、１２９万

円となっています。 

また、負債総額のうち、地方債残高（固定負債の地方債等＋流動負債の１年以内償還予

定地方債等）は一般会計等で２，３５６億円、全体で３，７６０億円ですが、このうち交

付税で措置される額がそれぞれ、１，３３３億円、１，８２０億円であることから、実質

的な地方債残高はそれぞれ、１，０２３億円、１，９４０億円となっています。 

 

③ 純資産について（①－②） 

過去の世代や国・県が負担した、将来返済しなくてもよい財産である純資産は、一般会

計等で３，１６９億円、全体で４，３７４億円、連結で４，４９７億円となっており、市

民１人あたりではそれぞれ、７８万円、１０７万円、１１０万円となっています。 
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（ウ）経年比較 

 

①  資産 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ５，７７７億円 ５，８３６億円 ５９億円減 

全体 ９，５３４億円 ９，６３３億円 ９９億円減 

連結 ９，７４８億円 ９，８５１億円 １０３億円減 

一般会計等では、基金の積立ての増（５億円）などがあるものの、減価償却に伴う事業

用資産の減（▲６７億円）などにより、資産は５９億の減少となりました。 

全体では、公共下水道事業等の減価償却による減（▲４１億円）や企業団地造成事業の

土地売払等による減（▲１４億円）など、連結では、土地開発公社の棚卸資産の減（▲３

億円）などにより、それぞれ９９億円、１０３億円の減少となりました。 

   

  

②  負債 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ２，６０８億円 ２，６４１億円 ３３億円減 

全体 ５，１５９億円 ５，２９１億円 １３２億円減 

連結 ５，２５１億円 ５，３８４億円 １３３億円減 

一般会計等では、地方債の償還が進捗したことによる地方債残高の減（▲３７億円）な

どにより、負債は３３億円の減少となりました。 

全体・連結では、公共下水道事業等の企業債や土地開発公社の借入金の償還が進捗した

ことによる企業債等残高の減などにより、それぞれ１３２億円、１３３億円の減少となり

ました。 
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（２）令和４年度行政コスト計算書及び純資産変動計算書 

 

（ア）趣旨 

地方公共団体の行政活動には、資産の形成につながる道路や公園、学校等の公共施設の

整備などのほか、資産の形成につながらない社会保障やごみ処理などの行政サービスがあ

ります。 

行政コスト計算書は、この資産形成につながらない行政サービスの提供に要するコスト

と、それらに充当する使用料・手数料等の収入を示したものであり、本市の行政活動の内

容を把握することができます。その意味で、現役世代に対する行政コストの明細書という

ことができます。 

また、純資産変動計算書は、純資産の一会計年度内の増減を明らかにするもので、どの

ような財源や要因で純資産が増減したのかを把握することができます。 

平成２８年度決算からは、この２表を統合した、行政コスト計算書及び純資産変動計算

書を作成しています。 

 

 

経常費用（行政コスト）の区分 

（１）業務費用  

①人件費 職員給与や議員報酬、退職給付費用など。 

②物件費等 
備品や消耗品の購入費、減価償却費（社会資本の経年劣化

に伴う減少額）、施設の維持補修にかかる経費など。 

③その他の業務費用 地方債や関係団体の借入金の償還利子など。 

（２）移転費用 補助金や社会保障費経費（生活保護費等の扶助費）など。 

経常収益 

使用料や手数料、諸収入の一部（住民票の発行手数料や上下水道使用料なども含む） 

臨時損失 

災害復旧事業費や資産の除売却損など臨時的に発生するもの。 

臨時利益 

資産の売却益など臨時的に発生するもの。 

財源 

市税や利子割交付金などの交付金、特別会計の保険料収入、国や都道府県からの補助金

収入など。 

資産評価差額 

有価証券等の評価差額など。 

無償所管換等 

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等など。 
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（単位：百万円）

一般会計等 全体 連結

１．経常費用（行政コスト総額）…A 165,000 279,333 287,984

（１）業務費用 84,649 143,663 154,711

①人件費 27,436 36,650 40,249

職員給与費 21,229 29,343 31,716

賞与等引当金繰入額 1,665 2,279 2,365

退職手当引当金繰入額 1,630 1,991 2,111

その他 2,912 3,037 4,057

②物件費等 54,975 101,157 108,587

物件費 33,212 47,577 53,183

維持補修費 5,620 6,346 6,767

減価償却費 16,143 29,949 30,876

その他 0 17,285 17,761

 ③その他の業務費用 2,238 5,856 5,875

支払利息 960 3,186 3,202

徴収不能引当金繰入額 353 533 533

その他 925 2,137 2,140

（２）移転費用 80,351 135,670 133,273

①補助金等 15,502 11,361 8,692

②社会保障給付 39,365 123,722 123,724

③他会計への繰出金 25,019 0 0

④その他 465 587 857

２．経常収益…B 5,157 55,494 63,038

（１）使用料及び手数料 2,623 27,706 28,340

（２）その他 2,534 27,788 34,698

純経常行政コスト…A－B＝C 159,843 223,839 224,946

１．臨時損失…D 1,313 1,921 2,028

２．臨時利益…E 0 444 504

１．財源…G 159,212 228,987 229,896

（１）税収等 111,892 138,552 139,278

（２）国県等補助金 47,320 90,435 90,618

本年度差額…G－F＝H ▲ 1,944 3,671 3,426

1．資産評価差額…I 0 0 0

2．無償所管換等…J ▲ 131 65 65

3．比例連結割合変更に伴う差額…K 0 0 32

4．その他…L ▲ 500 ▲ 501 ▲ 502

本年度純資産変動額…H＋I＋J＋K＋L＝M ▲ 2,575 3,235 3,021

前年度末純資産残高…N 319,488 434,208 446,703

本年度末純資産残高…M＋N＝O 316,913 437,443 449,724

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

純行政コスト…C＋D－E＝F 161,156 225,316 226,470

純
資
産
変
動
計
算
書
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（イ）行政コスト計算書及び純資産変動計算書からわかること 

 

 
総額（単位：億円）  市民１人あたり（単位：万円） 

一般会計等 全体 連結  一般会計等 全体 連結 

純行政 

コスト 
１，６１２ ２，２５３ ２，２６５  ４０ ５５ ５６ 

財源 １，５９２ ２，２９０ ２，２９９  ３９ ５６ ５６ 

 

経常費用（行政コスト総額）から経常収益を差し引いた純経常行政コストに、臨時損失と

臨時利益を加減した純行政コストは、一般会計等が１，６１２億円、全体が２，２５３億円、

連結が２，２６５億円であり、市民１人あたりではそれぞれ、４０万円、５５万円、５６万

円となっています。 

また、市民が負担した市税等の財源は、一般会計等で１，５９２億円、全体で２，２９０

億円、連結で２，２９９億円であり、市民１人あたりではそれぞれ、３９万円、５６万円、

５６万円となっています。 

純行政コストと財源に、資産評価差額や無償所管換等などを加減した本年度純資産変動額

は、一般会計等ベースで▲２６億円、全体ベースで３２億円、連結ベースで３０億円であり、

将来返済しなくてもよい財産が一般会計等で減少し、全体、連結で増加したことになります。 

 

 

（ウ）経年比較 

 

① 経常費用（行政コスト総額） 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 １，６５０億円 １，６４１億円 ９億円増 

全体 ２，７９３億円 ２，７３６億円 ５７億円増 

連結 ２，８８０億円 ２，８１６億円 ６４億円増 

一般会計等では、社会保障給付費の増（６億円）、全体では、競輪事業における物件費

の増（６５億円）、連結では、富山地区広域圏事務組合の物件費の増（２億円）などによ

り、それぞれ、９億円、５７億円、６４億円の増加となりました。 

 

 

② 経常収益 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ５２億円 ４７億円 ５億円増 

全体 ５５５億円 ４６１億円 ９４億円増 

連結 ６３０億円 ５４０億円 ９０億円増 

一般会計等では、諸収入の増（４億円）、全体では競輪事業収入の増（８７億円）、連結

では土地開発公社における公有地取得事業収益の減（▲９億円）などにより、それぞれ５

億円、９４億円、９０億円の増加となりました。 
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③ 純行政コスト 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 １，６１２億円 １，５９７億円 １５億円増 

全体 ２，２５３億円 ２，２８１億円 ２８億円減 

連結 ２，２６５億円 ２，２８３億円 １８億円減 

上記①、②の要因に加え、一般会計等の資産除却損の増（８億円）、企業団地造成事業

の資産売却益の増（１億円）などにより、純行政コストは、一般会計等で１５億円の増

加、全体で２８億円、連結で１８億円の減少となりました。 

 

 

④ 本年度差額 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ▲１９億円 １１億円 ３０億円減 

全体 ３７億円 ５８億円 ２１億円減 

連結 ３４億円 ５４億円 ２０億円減 

上記①、②、③の要因によって純行政コストが一般会計では増加、全体・連結では減少

した一方、その財源として、一般会計等では、税収等の増（２７億円）があるものの国県

等補助金の減（▲４４億円）などにより、本年度差額は３０億円の減少となりました。 

全体・連結の本年度差額は、公共下水道事業で国県等補助金の減（▲１４億円）など

により、全体で２１億円、連結で２０億円の減少となりました。 
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（３）令和４年度資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

（ア）趣旨 

資金の一会計年度内の増減を示すものです。どのような活動に資金を必要としたのかを

表しています。 

収支の区分 

１ 業務活動収支 行政サービスを行うなかで、毎年度継続的に収入、支出されるもの。 

２ 投資活動収支 学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など。 

３ 財務活動収支 地方債、借入金などの収入、支出など。 

 

 

（単位：百万円）

一般会計等 全体 連結

5,479 14,662 18,196

１．業務活動収支 14,051 29,413 30,078

（１）業務支出 169,095 247,985 255,593

①業務費用支出（人件費、物件費、支払利息等） 67,686 112,268 122,273

②移転費用支出（補助金、社会保障給付、他会計への繰出等） 101,409 135,717 133,320

（２）業務収入 183,279 277,618 285,928

①税収等収入 132,943 137,395 138,122

②国県等補助金収入 45,191 85,481 85,533

③使用料及び手数料収入 2,623 27,025 27,659

④その他の収入 2,522 27,717 34,614

（３）臨時支出 133 349 446

①災害復旧事業費支出 133 133 133

②その他の支出 0 216 313

（４）臨時収入 0 129 189

２．投資活動収支 ▲ 10,628 ▲ 16,325 ▲ 16,546

（１）投資活動支出 15,923 26,080 27,092

①公共施設等整備費支出 10,232 19,323 19,882

②基金積立金支出 4,621 5,688 6,082

③投資及び出資金支出 0 0 59

④貸付金支出 1,070 1,069 1,069

⑤その他の支出 0 0 0

 （２）投資活動収入 5,295 9,755 10,546

①国県等補助金収入 2,128 4,266 4,398

②基金取崩収入 809 1,115 1,775

③貸付金元金回収収入 1,962 1,964 1,963

④資産売却収入 396 2,410 2,410

⑤その他の収入 0 0 0

基礎的財政収支 4,384 16,276 16,736

３．財務活動収支 ▲ 4,221 ▲ 13,005 ▲ 13,169

（１）財務活動支出 23,964 39,877 45,087

①地方債等償還支出 23,462 39,375 44,564

②その他の支出 502 502 523

（２）財務活動収入 19,743 26,872 31,918

①地方債等発行収入 19,743 26,872 31,918

②その他の収入 0 0 0

本年度資金収支額 ▲ 798 83 363

比例連結割合変更に伴う差額 0 0 2

本年度末資金残高 4,681 14,745 18,561

前年度末歳計外現金残高 438 438 446

本年度歳計外現金増減額 ▲ 42 ▲ 42 ▲ 42

本年度末歳計外現金残高 396 396 404

本年度末現金預金残高 5,077 15,141 18,965

　前年度末資金残高



11 
 

（イ）資金収支計算書からわかること 

 

① 業務活動収支について 

業務活動収支は、行政サービスを行うなかで毎年度継続的に収入、支出されるものの収

支であり、この業務活動収支の黒字額が小さい場合には財政構造が硬直化していると考え

られます。 

業務収入は、税収や地方交付税、国・県支出金などですが、一方で、業務支出は、人件

費や物件費などの業務費用支出、補助金や社会保障給付等の移転費用支出などであり、投

資活動支出である工事請負費や公有財産購入費、また、財務活動支出である公債費などは

含まれていません。このため、業務活動収入が業務活動支出を上回り、一般的には黒字と

なります。 

本市の令和４年度の業務活動収支は、一般会計等で１４１億円、全体で２９４億円、連

結で３０１億円のそれぞれ黒字となっています。 

 

 

② 投資活動収支について 

投資活動収支は、学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出などです

が、投資活動支出の財源は、その多くが税収入などの業務活動収入や公債の発行などの財

務活動収入で賄われています。このため、投資活動支出が投資活動収入を上回り、一般的

には赤字となります。 

本市の令和４年度の投資活動収支は、一般会計等で１０６億円、全体で１６３億円、連

結で１６５億円のそれぞれ赤字となっています。 

 

 

③ 基礎的財政収支について 

（業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋ 投資活動収支） 

プライマリーバランスともいわれる、借入やその償還を除いた資金の収支で、行政サー

ビスに必要な資金を借金以外でどれだけ賄えているかを示す指標です。 

本市の令和４年度の基礎的財政収支は、一般会計等では４４億円、全体では１６３億円、

連結では１６７億円のそれぞれ黒字となっています。 

 

 

④ 財務活動収支について 

地方債や借入金などの収入、支出などである財務活動収支は、公債発行収入が公債元金

と利子の償還額の合計額を下回っているため、一般会計等・全体・連結で、それぞれ４２

億円、１３０億円、１３２億円の赤字となっています。 
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（ウ）経年比較 

 

①  業務活動収支について 

 令和４年度 令和 3 年度 増減 

一般会計等 １４１億円 １４４億円 ３億円減 

全体 ２９４億円 ２８５億円 ９億円増 

連結 ３０１億円 ２９６億円 ５億円増 

一般会計等では、税収等収入の増（２７億円）がある一方、人件費や物件費などの業務

費用支出の増（２８億円）などがあり、業務活動収支は３億円の減少となりました。 

全体・連結の業務活動収支は、競輪事業において業務費用支出の増（８０億円）などが

ある一方、競輪事業収入の増（８７億円）などにより、全体で９億円、連結で５億円の増

加となりました。 

 

 

②  投資活動収支について 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ▲１０６億円 ▲１７７億円 ７１億円増 

全体 ▲１６３億円 ▲２２９億円 ６６億円増 

連結 ▲１６５億円 ▲２３１億円 ６６億円増 

一般会計等では、公共施設等整備費支出の減少（▲９５億円）などにより、投資的活動

収支は７１億円の増加となりました。 

全体・連結の投資的活動収支は、企業団地造成事業における資産売却収入の減（▲６

億円）などにより、全体・連結ともに６６億円の増加となりました。 

 

 

③  基礎的財政収支について 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ４４億円 ▲２２億円 ６６億円増 

全体 １６３億円 ９１億円 ７２億円増 

連結 １６７億円 １００億円 ６７億円増 

上記①、②の要因に加え、一般会計で１億円、全体で３億円の支払利息の減があった

ことなどから、基礎的財政収支は、一般会計等で６６億円、全体で７２億円、連結で６７

億円の増加となりました。 

 

 

④  財務活動収支について 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ▲４２億円 ４８億円 ９０億円減 

全体 ▲１３０億円 ▲５７億円 ７３億円減 

連結 ▲１３２億円 ▲７１億円 ６１億円減 

一般会計等では、地方債発行収入の減（▲８５億円）、全体では、企業団地造成事業

の地方債等償還支出の減（▲１１億円）、連結では、土地開発公社における地方債等償

還支出の減（▲１２億円）などにより、それぞれ、９０億円、７３億円、６１億円の減

少となりました。 
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４．財務書類からわかる主な指標 

 

（ア）純資産比率［純資産／総資産］ 

 総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもので、企業の財務分析において、

財務の安定性を図る指標として用いられる自己資本比率に相当するものです。この純資産

比率が高いほど財政状況が健全であると言えます。 

 

純資産比率 ＝ 
純 資 産 

総 資 産 

 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ５４．９％ ５４．７％ ０．２％増 

全体 ４５．９％ ４５．１％ ０．８％増 

連結 ４６．１％ ４５．３％ ０．８％増 

 

（イ）社会資本形成の世代間比率［地方債等／（事業用資産＋インフラ資産＋物品）］ 

 社会資本の整備結果を示す事業用及びインフラ資産の合計額のうち、地方債による整備

の割合を示すもので、この指標が高いほど将来世代の負担する割合が高いと言えます。 

 

 

 

                 ※地方特例債（臨時財政対策債等）の残高を控除した額 

 
 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ２８．９％ ２８．６％ ０．３％増 

全体 ３２．９％ ３３．４％ ０．５％減 

連結 ３３．２％ ３３．７％ ０．５％減 

 

（ウ）有形固定資産減価償却率 

［減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）］ 

有形固定資産のうち、償却対象の資産が、耐用年数に対して取得からどの程度経過して

いるのかを全体として把握することができます。この指標が高いほど資産の老朽化が進ん

でいると言えます。 

 

 

 

 

 令和４年度 令和３年度 増減 

一般会計等 ６６．５％ ６５．７％ ０．９％増 

全体 ５９．９％ ５８．７％ １．１％増 

連結 ６０．６％ ５９．５％ １．１％増 

 

社会資本形成の 

世代間比率 
＝ 

地方債等※ 

事業用資産＋インフラ資産＋物品 

有形固定資産 

減価償却率 
＝ 

減価償却累計額 

有形固定資産－土地＋減価償却累計額 


